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●大幅に改正されたリフォーム減税についても少し触れます

長期優良住宅化リフォーム住宅登録開始！着工可能です

株式会社テイキング･ワン　　　　
〒838-0062 福岡県朝倉市堤 1549-11　Tel. 0946-23-8201    

記事に関するご意見、お問合せは以下にお願いいたします。

エネルギー計算早見表で申請す
るためには
●増築、減築しない
●大規模な間取り変更をしない
●窓の数を増減しない

●断熱工事で内壁を壊したくない→次世代省エネ建材内張断熱
●内壁や床の張替工事→断熱リノベ　●居室の窓だけ断熱したい→断熱リノベ居間だけ断熱
●木造住宅で、断熱以外の工事も多い→長期優良住宅化リフォーム

【省エネ地域区分 6･7】
天井は外皮面すべてに断熱材
設置。窓改修は床面積の 25％
以上の部屋を改修することが
必須要件で、そのほかの部屋
の窓や、そのほかの部位（床
の断熱材等）の断熱改修も補
助対象となる。

日　時

戸建て住宅の補助金
最大 120万円

断熱リノベって難しい？

【省エネ地域区分 6】
すべての窓を断熱改修する場
合は、窓だけの断熱改修で申
請可。もちろん玄関ドアや部
屋単位の断熱材工事も補助対
象になる。

【居間だけ断熱申請】
居間の窓を断熱改修す
ることが必須要件で、
その他の居室の窓や、
玄関ドアを補助対象に
することもできる。

参加無料

エネルギー計算早見表

（金）



記事に関するご意見、
お問合せは以下にお願いいたします。

m-tagomori@taking-one.com
発行責任者：田篭　道子

中古住宅購入前のインスペクション・適合証明の発行・既存住宅瑕疵保険付保についてのご相談承ります。長期優良住宅化リフォーム住宅登録開始！着工可能です
記事に関するご意見、お問合せは以下にお願いいたします。

投資型とローン型が、「リフォーム促進税制」という名称で一本化されました。

リフォーム減税制度全体が大幅に変わりました！

https://www.j-reform.com/publish/book_guidebook.html

https://www.j-reform.com/publish/book_guidebook.html

断熱リノベって難しい？

所得税とは1月1日から12月31日までの1年間に生じた個人の所得に課される税金（国税）です。適用要件を満たすリ
フォームを行った場合、税務署への確定申告で必要な手続きを行うと控除を受けることができます。所得税の控除
には、1リフォーム促進税制、2住宅ローン減税という2種類の制度があります。
減税の対象は、性能向上工事（耐震、バリアフリー、省エネ、同居対応、長期優良住宅化リフォーム）とその他の
一定の要件を満たした増改築等工事です。

【減税制度の種類と対象となるリフォームの種類】

　　　　　　　　　　リフォームの種類
　減税制度の種類 耐震 バリア

フリー 省エネ 同居対応 長期優良
住宅化

左記以外の
増改築等
工事

1 リフォーム
　 促進税制

リフォームローンの
利用有無にかかわらず
利用可能

○
▶P.38

○
▶P.38

○
▶P.39

○
▶P.40

○
▶P.41

 ―※

2 住宅ローン減税 償還期間10年以上の
ローン利用の場合

○
▶P.42

○
▶P.42

○
▶P.42

△
1号工事～3号工事に
該当する場合

▶P.42

△
1号工事～4号工事、 
6号工事に該当する場合

▶P.42

○
▶P.42

※ 1リフォーム促進税制では、性能向上工事（上の表の〇印）とあわせて行うその他の増改築等工事（2住宅ローン減税の対象工事。P.42参照）が
対象です。

控 除 期 間  1年　改修工事を完了した日の属する年分
最大控除額  105万円※1（詳細はP.38 ～ P.41参照）

控　 除　 額  ＝ AとBの合計額

 　 A 性能向上工事の費用※2の控除率10%限度額※3まで  × 控除率10％
 　 B 性能向上工事の費用の控除率10%限度額超過分  +  （その他の増改築等工事費用 － 補助金等）※4※5 × 控除率5％
 ※1　 耐震、バリアフりー、省エネ、同居対応リフォームを全て行い、省エネリフォームと併せて太陽光発電設備設

置工事を行う場合
 ※2　 国土交通大臣が定めるリフォームの種類別の標準的な工事費用相当額※6 － 補助金等
 ※3　 耐震、バリアフリー、省エネ、同居対応、長期優良住宅化の工事内容の別に応じて、200～600万円（詳細はP.38

～P.41参照）
 ※4　Bの控除対象となる工事費用は性能向上工事の費用と同額まで
 ※5　 Bの控除対象となる工事費用はAの工事費用と合計して1000万円まで
 ※6　 性能向上工事の費用は、実際の工事費用ではなく、国土交通大臣がリフォームの工事内容ごとに定めた「標準

的な工事費用相当額」で計算します。 

1 リフォーム促進税制（リフォームローンの利用有無にかかわらず利用可能）

Ⅰ. 減税制度
1. 所得税の控除   制度期間 1リフォーム促進税制  令和5年12月31日まで

 2住宅ローン減税　　令和7年12月31日まで

Ⅰ.減税制度

控 除 期 間  改修後、居住を開始した年から10年
最大控除額  140万円（2,000万円×控除率0.7%／年×10年間）
1年間の控除額  改修工事費用相当分の年末ローン残高 － 補助金等  × 控除率0.7％

2 住宅ローン減税（償還期間10年以上のリフォームローンの場合）

※ 当誌の内容は令和4年度の減税制度に関するものです。令和3年度の減税制度  
については令和3年度版「住宅リフォームガイドブック」をご参照ください。
   https://www.j-reform.com/publish/pdf_guidebook/r3-07-P33-01.pdf

36

「マンガでわかる住宅リフォームガイドブック　令和4年版」

住宅リフォームの補助金制度、 減税制度、 融資、 インスペクションなどに

ついて消費者向けに作成された国交省住宅局の冊子です。 （一社） 住宅リ

フォーム推進協議会のＨＰからネットで無料注文できます。 （送料着払い）

34

既存住宅を購入してリフォームする際のポイント

リフォームの際は石綿（アスベスト）対策を！

エリアを絞って住まいを探しているときなど、新築だけでなく「既存住宅＋リフォーム」も想定すると、物
件選びの幅が広がります。その際、住宅の耐震性や、柱や梁といった主要構造部が傷んでいないかなどを確
認して選ぶことが大切です。

建材等に広く使われてきた石綿は、肺がんや中皮腫などの原因となることから、現在は製造・使用などが禁
止されていますが、禁止以前の 2006 年 8月末までに着工した住宅等には使われている可能性があります。
このため、リフォームや解体工事を行う場合は事前に石綿の有無を調査する必要があります。法令により、
工事の発注者には、施工業者に対して下記の配慮を行うことが義務づけられています。
工事を発注する際には、石綿の調査・報告費用が計上されていることや、有資格者(建築物石綿含有建材調査者)
が調査を行うことについて施工業者にご確認ください。

①屋根用化粧スレート ⑤けい酸カルシウム板第 1種

⑥せっこうボード

⑦壁紙　

⑧ビニル床タイル、ビニル床シート

①②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

②ルーフィング

④サイディング
　(窯業系・複合金属系 ) 

③石綿セメント円筒

【石綿含有建材が使われている可能性のある部位例】

知っておきたいリフォーム知識 ①

知っておきたいリフォーム知識 ②

石綿（アスベスト）に関する情報は下記サイトをご参照ください。
　石綿総合情報ポータルサイト（厚生労働省）　https://www.ishiwata.mhlw.go.jp

既存住宅選びのチェックポイント例
・雨漏りしていないか
・屋根や外壁に欠損や大きなひび割れがないか
・部屋の壁に大きな亀裂がないか
・床が傾いていたり、たわんだりしていないか
・新耐震基準の施行（1981年（昭和56年）6月）以降に建てられた家か  

戸建て住宅選びの不安を払拭する「安心Ｒ住宅」
既存住宅の購入の際に気になるのが、「不安」「汚い」「わからない」こと。こうした心配を払拭し、
「住みたい」「買いたい」既存住宅を選びやすくする制度として「安心Ｒ住宅」があります。
既存住宅の広告に「安心Ｒ住宅」マークがついているものは、耐震性が確保され、構造上の
不具合や雨漏りが認められていない物件です。安心して購入できる目安のひとつといえます。

【参考】 「安心Ｒ住宅」制度の概要
　　 　 https://www.j-reform.com/anshin-r

● 石綿の有無の調査に必要な設計図や過去の調査記録などがあれば施工業者に提供してください。
● 施工業者が石綿の調査や工事作業の記録の作成に必要な写真撮影を許可してください。
●  石綿の調査や、石綿が使用されていた場合の除去作業を適切に行うために必要な費用負担や工期
確保について配慮してください。

※ 石綿の調査や除去工事等に関する国の補助制度は、地方公共団体において活用できます。 
（補助制度を行っていない地方公共団体もありますので、詳細はお住まいの地方公共団体にお問い合わせください）

何を配慮すればいいの?

耐震改修や省エネリフォームの有用性、 石綿含有建材の事前調査などに

ついて、 冊子を利用した説明ができて便利です。


